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詐害行為取消権に関する講義ノート

佐藤 出一小 文

平成 16年4月法科大学院設立からみなし専任教授の実務家教員として法

科大学院教育に関わってきました。このたび木下正俊教授が退任されるに際

し， 2年次生対象の講義である「民事訴訟実務基礎」のため作成した講義ノ

ートのうち詐害行為取消権に関するものを掲載します。順序は，学生に事前

に提示した出題丈，レジ、ユメ，手控えのQA案，問 1の参考解答例及び参考

文献です。

講義は，学生のレポートを参考しつつ， QA案に沿って学生に質問してゆ

きます。しかし， QA案はあくまで手控えにすぎず，状況に応じて臨機応変

に進めます。

なお，詐害行為の翻訳として， FraudulentConveyance、FraudulentTransfer、

Fraudulent Deal、FraudulentPracticeがありえますが，アメリカ合衆国の

Uniform Fraudulent Conveyance Actはその後UniformFraudulent Transfer Actと

広義に名称変更になっていますので，英文表記を FraudulentTransferとしま

した。

i出題丈｜ 平成 26年の出来事である。曜日を考慮しなくて良い。

1 . 9月1日， AはBに対し，製図用機械 l台（以下，本件機械という）を

代金600万円，納品期日 9月20日，支払期日 10月20日， Aの口座に振

込んで、支払うとの約定で売却し， 9月20日納品した。

2. Bは受領後 10日間余り使用していたが，突然本件機械に不具合が生じ
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たので， Aに修理を依頼した。 10月5日Aは不具合の状態を見に来たが，

Bに対し「使用方法が悪いので不具合が生じたのです。この不具合を修理

するには 40万円必要です。通常の修理ではカバーできない不具合ですか

ら。」と言った。 Bは怒って， Aに対し「そんな馬鹿なことがあるか。機

械を持って帰ってくれ。代金は払わん。Iと叫んだ。すると， Aは， Bを

相手に話をしてもだめだと考えて「分かりました。」と言って，立ち去っ

た。

3. 10月20日を過ぎたが， Bは代金を支払わなかった。 Aが興信所等に調

査を依頼したところ，「①5月 1日BはCに対し貸金400万円を返済期日

11月5日・利息年 10%の約定で貸し付けたが，その後Bの経営状態は悪

化している。②BはDから製図用紙等を仕入れているが， Dに対する買掛

債務は 200万円となっているところ， Dからの仕入を継続するためには買

掛債務 200万円を弁済する必要があったので， 11月7日BはDに対し上記

貸金債権400万円を代物弁済で債権譲渡して， 11月8日Bの債権譲渡通知

はCに到達した。③ 11月15日DはCからとりあえず 100万円の支払を受

けた。なお， Cの経営状態もさほど芳しくは無い。」との詳細な事実が判

明した。

問l AがDを被告に， BD間の代物弁済を詐害行為として，詐害行為取消

訴訟を提起する場合の請求の趣旨及び請求の原因を記載しなさい。

問2 詐害行為取消訴訟の勝訴後AがDから 100万円を回収した場合， Dは

Bに対し不当利得返還請求できるか。

問3 Aの提訴後， BはDから Aの提訴について知らされた。 Bは 10月5

日Aとの本件機械の売買契約を口頭で解除したので， Aの600万円の

売掛債権は存在しないと考えている。 BはAD聞の詐害行為取消訴訟

に， (1）補助参加できるか，理由を付して答えなさい。また（2）独

立当事者参加できるか，理由を付して答えなさい。
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問4 仮にDがBの妹の夫であり，また現行の民法424条 l項中に I受益者

が債務者の親族であった場合，債務者と受益者とが通謀して他の債権

者を害する意図をもって偏頗行為を行ったものと推定する。」との規

定（以下，本推定規定という）を置いた場合，本推定規定は，イ（意

思推定），ロ（法律上の事実推定），ハ（暫定真実），ニ（法定証拠法

則）のいずれに該当するか，短い理由を付して答えなさい。

レジュメ

｜到達目標｜

1.詐害行為取消訴訟の訴訟物を理解する。

2.詐害行為取消訴訟の請求原因を理解する。

3.詐害行為取消判決の相対的効力を理解する。

4.債権法改正の動向にも注目する。

i事案｜

9月1日本件機械売買 5月l日貸付

売掛債権600万円 貸金債権400万円

債権者A →→→→→→→→ 債務者B →→→→→→→→→ c 

↑ ↓ 11月8日譲渡通知

↑ ↓  

売掛債権 200万円↑ 11月7日

B Dの代物弁済 11月 15日Cは

Dに100万円弁済

債権者D （受益者）

Q&A案
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設問 l

（請求の趣旨について）

Q 1 詐害行為取消訴訟の訴訟物は何ですか。

A 詐害行為取消訴訟は詐害行為の取消という形成訴訟と財産の返還請求とい

う給付訴訟の結合した形態と考えられています。訴訟物は詐害行為取消権 l

個ですが，中身は詐害行為取消権としての取消権と財産の返還請求権（現物

返還できない場合は価格賠償請求権）という複合的な権利です。

本件では，詐害行為取消権としての代物弁済契約の取消権，債権譲渡の

取り消された旨の通知請求権及び 100万円の返還請求権です。

Q2 請求の趣旨はどうなりますか。

A 1.訴外Bと被告との聞の平成26年 11月7日付代物弁済契約を取り消す。

2.被告は訴外Cに対し，前項により債権譲渡が取り消された旨を通知

せよ。

3.被告は原告に対し 100万円を支払え。

です。

Q3 債務者は被告となりますか。

A 受益者あるいは転得者からの返還を認めれば取消債権者の目的は達成さ

れますし，目的達成のために最小限度の方法で良いので，被告は受益者あ

るいは転得者だけで十分です。債務者は被告となりません。

平成 25年2月の債権法の改正中間試案22頁では，受益者あるいは転得

者と並んで，債務者も被告としていましたが（固有必要的共同訴訟），平

成 26年8月の要綱仮案では，従来どおり受益者あるいは転得者を被告と

すれば良いことになりました。

Q4 債権者が受益者を被告として詐害行為取消訴訟を起こしても，被保全

権利の時効を中断しないという判例（最判昭和 37年 10月 12日判決）が

あります。詐害行為取消訴訟中被保全権利の時効が完成するおそれがあり

ますが，どうしたら良いでしょうか。
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A 私が債権者の代理人であれば，最初から受益者に対し詐害行為取消訴訟

を提起し，また債務者に対し貸金返還請求を提起して，被保全債権の時効

を中断します。たとえば，詐害行為取消判決によって不動産の登記名義が

債務者に戻っても，当該不動産に対し強制執行する必要がありますので，

最初から債務者に貸金返還請求訴訟を起こして債務名義を取得します。

Q5 代物弁済を取消すではなく，債権譲渡を取消すと記載したレポートも

あります。細かい議論ですが代物弁済を取り消すのかあるいは債権譲渡

を取り消すのですか。

A 売買の効果として財産の移転が生じるのと同様に，代物弁済によって債

権譲渡が生じます。物権行為は債権行為の効力として生じるのがわが民法

の建て付けです。そこで債権譲渡ではなく代物弁済を取り消すというのが

厳密には正しいでしょう。但し，債権譲渡という言葉は原因行為とは別に

広く使われています。

また代物弁済としての債権譲渡を取消すというレポートもありますが，

代物弁済としての所有権移転を取消すと同様の言い方になりますので勧め

られません。

Q6 請求の趣旨は以上で十分でしょうか。代物弁済を取り消すと復帰的譲

j度が生じるのではありませんか。第三債務者Cに対する債務者対抗要件を

どうやって具備しますか。債権譲渡が取り消された旨の通知を被告から訴

外Cにさせることを請求できないだろうか。

A 通説・判例の詐害行為取消についての相対的効果説によれば，原告（取

消債権者A）及び被告（受益者D）との間でのみ債権譲渡取消の効果が生

じますので， BD聞の債権譲渡は有効であり，復帰的債権譲渡は生じませ

ん。原告は被告に対し価格賠償を請求するだけであるとの考えもあります。

しかし復帰的債権譲渡を認めれば財産（債権）の返還は可能になり，価

格賠償を認める必要は無くなります。またBが不動産をCに贈与したとい

うような典型的な場合， AはBC聞の贈与の取消しだけではなく C登記名



238 詐害行為取消権に関する講義ノート（佐藤）

義の抹消登記を請求することができます。取消判決はAC間でのみ効力を

相対的に有するにすぎないからといって， C登記名義の抹消登記は拒絶さ

れていません。

そこで，主文は，『 l，訴外Bと被告が平成 25年 11月7日にした別紙

債権目録記載の債権の譲渡契約を取り消す。 2，被告は訴外Cに対し，前

項により債権譲渡が取り消された旨を通知せよ。』となります。

Q7 請求の趣旨の第3項は金銭請求ですが，仮執行宣言をつけることができ

ますか。また 100万円について遅延損害金を請求する場合どうなりますか。

A 仮執行宣言をつけることはできません。詐害行為の取消判決は形成判決

ですから確定する必要があります。確定して初めて代物弁済契約が取り消

されて 100万円を取り戻す権利が生じるからです。

詐欺を理由として売買契約を取り消して代金の返還請求する場合，自ら

取り消した上で代金を返還請求するので，取消は主文に表れません。しか

し424条1項は「法律行為の取消しを裁判所に請求することができるJと

規定しているように，裁判上行使しなければならず，裁判外で取消しでき

ません。

100万円について遅延損害金を請求する場合も，通常の訴訟では本訴状

送達の翌日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払えとなります

が，詐害行為取消訴訟では「被告は原告に対し， 100万円及びこれに対す

る前項の判決確定の日の翌日から支払済みまで年5分の割合による金員を

支払え。」となります。

技術的に細かいことを述べているょっですが，詐害行為取消訴訟では，

裁判所が債務者と受益者との法律行為を判決で取消すのです。判決が確定

して初めて取り消されたことになります。債務者がなすべきことをしてい

ないので債権者の介入を認めるのが423条であり，債務者のした法律行為

を取り消すまでの強い介入を債権者に認めるのが424条です。 423条は裁
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判外での行使を認めていません。

（請求の原因について）

Q 1 当該訴訟物を成り立たせる請求原因は何ですか。

A 424条『債権者は，債務者が債権者を害する行為を知ってした法律行為

を裁判所に請求することができる。』の文言に，被保全債権の存在，債務

者の無資力を生じさせる詐害行為，債務者の悪意という 3つの要件が入っ

ています。具体的には，

(1）平成 26年 9月1日， Aは訴外Bに対し，製図用機械 1台（以下，本件

機械という）を代金600万円で、売った。

←被保全債権の弁済期は到来していなくても良いが，詐害行為の前に被

保全債権は存在しなければいけない。

(2) 11月7日訴外BとDは，訴外BのDに対する 200万円の売掛債務の弁済

に代えて， BがCに対して有する 400万円の貸金債権を譲渡することに合意

した。

←Cの経営状態は芳しく無いが， 400万円の貸金債権は額面どおり 400

万円の価値あるか？

(3) 11月8日訴外Bは訴外Cに対し譲渡を通知した。

←権利移転ではなく債務消滅としての代物弁済であるので対抗要件を具

備する必要がある。本件では請求の趣旨第3項があるので必、須。

(4）本件代物弁済当時，訴外BにはCに対する 400万円の貸金債権のほかみ

るべき資産がなかった。

←無資力とは，債権の共同担保に不足を生じて債権者に満足を得させる

ことのできない状態をいう。広義の規範的要件と解する立場もある。

(5）本件代物弁済当時，訴外Bは前項を認識していた。

(6) 11月 17日訴外CはDに対し 100万円を弁済したO

Q2 受益者Dの悪意を主張立証する必要がありますか。
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A 424条 l項但書でDが受益の当時善意であることを主張立証しなければ

なりませんO

Q3 請求原因に0月0日取り消したとの主張は必要ですか。

A 裁判所に法律行為の取消を請求（424条 l項）しますので，請求原因に

おいて不要です。

Q4 よって書きはどうなりますか。

A 「よって，原告は，詐害行為取消権に基づいて，訴外Bと被告Dとの間

の平成 26年 12月 10日付代物弁済契約の取消し，同取消により債権譲渡

が取り消された旨を被告から訴外Cに対し通知すること及び被告に対し

100万円の支払を求める。」です。

Q5 上記訴訟物から考えて被保全権利や無資力要件は請求原因となりま

す。他方， 423条の場合被保全権利や無資力要件は請求原因になりますか。

A 債権者代位訴訟の訴訟物は代位行使される権利です。したがって，被保

全権利や無資力要件は訴訟物を裏付ける請求原因とはならず，当事者適格

を基礎づける事実となります。

Q6 請求の趣旨に戻りますが， Aが詐害行為取消訴訟に勝訴して被告Dか

ら100万円の支払を受けた場合Aが 100万円を取得することは 425条の趣

旨に反しませんか。

A 責任財産保全の趣旨， 425条の文言から考えると， Bの元に 100万円を

復帰させるべきです。平成 25年 2月の債権法改正中間試案ではかなりこ

の考え方に傾きつつありましたが，平成 26年8月の要綱仮案では，これ

まで同様に債権者Aが取得できることを認めましたO なぜなら，現在のと

ころ， Bの元に返還させる執行制度が作られていませんのでBが受領しな

い可能性もあり，またBが受領すると散逸する危険性も高いからです。努

力した者に報いるべきと考えれば， 425条を制限的に解釈してAの取得を

認めるべきでしょう。
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設問 2

Q 1 Aが勝訴してDから 100万円を回収した場合， DはBに対し不当利得

返還請求できますか。

A 相対的効果説によれば， BD聞の債権譲渡の取消しはAD間で効果を生

じるだけです。 BD聞に何らの影響も与えないはずです。 BはDに対し代

物弁済で債権を譲渡したのであり， AがDから 100万円を回収しでも Bに

何らの利得も生じません。

しかし， AはDから 100万円を受け取ると， BのAに対する 100万円の

不当利得返還請求権を受働債権とし， AのBに対する 600万円の売掛債権

を白働債権として相殺します。その結果BのAに対する債務が 100万円減

少しますのでBは利得を得ます。そこでDはBに対し不当利得返還請求が

可能です。 Aは被保全債権として売掛債権を有するので常に相殺充当が可

能であり，その結果充当の限度で常にDはBに対する不当利得返還請求が

可能となります。

AがDから 100万円を受け取っても， BはAに対し不当利得返還請求で

きないと解するのが相対的効果説に最も照応するのかもしれませんが，責

任財産保全の趣旨からもともと AはBのもとに 100万円を返すべきと考え

ればBはAに対し不当利得返還請求権を有することになります。

423条の場合，債権者が第三債務者からお金を回収すると相殺により被

保全権利に充当できることにほぼ異論がありません。そうであれば， 423

条より強力な権利について相殺を否定するのはおかしいように思います。

Q2 代物弁済が取り消されてBの200万円の売掛債権がBの元に復帰して

も， DはBに対し債務不履行責任を問うことはできませんか。

A 代物弁済契約の取消は， Dから返還請求する前提として， AD間で取消

すだけです（相対的効果説）。したがって， Bに対し詐害行為判決の効力

は生じません。

代位訴訟も取消訴訟も債務者が被告とならない点で共通しています。し
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かし代位訴訟の場合債権者は債務者の有する権利を代位行使するので法定

訴訟担当です。詐害行為取消の場合は法定訴訟担当となりません。 BD間

で代物弁済は有効として取り扱われます。その結果，代物弁済が取り消さ

れてBの200万円の売掛債権がADの関係でBの元に復帰しでも， DはB

に対し債務不履行責任を問うことはできません。

設問3

Ql AからDに対する提訴後， BはCからAの提訴について知らされまし

た。 10月5日Bは「機械を持って帰ってくれ。代金は払わん。Jと言い，

Aは「分かりました。jと言って，立ち去った。仮に本件機械の売買契約

の解除を前提にした場合 あなたがBであれば A D間の訴訟にどのよう

に関与しますか。

A 解除されればAのBに対する売掛債権は消滅します。解除は請求の原因

に対する抗弁となります。「訴訟の結果jとは判決主文だけでなく主文を

導き出すために必要な主要事実についての認定及び法律判断を含みます。

またAが勝訴すれば， BはDから 100万円について不当利得返還請求訴訟

を起こされる危険がありますので「利害関係」もあります。そこでBは被

告Dが勝訴するよう Dに補助参加（民訴42条）できます。

Q2 CがDに100万円弁済していない場合， Bは補助参加できませんか。

A 参加的効力（民訴46条）の及ぶ者に対してだけ補助参加を認める考え

もありますが，広く判決理由中の判断により影響を受ける者に補助参加を

認めて良いと思います。

Q3 Bは独立当事者参加（47条1項）できますか。 Bは「訴訟の目的の全

部若しくは一部が自己の権利であることを主張する第三者」にあたります

か。 BのAに対する請求と AのDに対する請求は両立しますかあるいは両

立しませんか。

A 権利主張参加するとすれば， BはAに対し売掛債権の存在しないことの
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確認を請求します。一方当事者だけに請求を掲げる独立当事者参加も認め

られます。 BのAに対する請求がAのDに対する請求と両立すれば，権利

主張参加はできません。

AのDに対する請求の訴訟物は詐害行為取消権であり，請求の趣旨第 1

項は「BD聞の代物弁済を取消す。」です。 BのAに対する請求の訴訟物

は売掛債権であり，請求の趣旨は「Bに対する売掛債権の存在しないこと

を確認する。」です。両立か非両立か分かりにくい面もありますが，代物

弁済の取消が認められるのは売掛債権が存在するからです。詐害行為訴訟

において被保全権利（売掛債権）の存在は当事者適格を裏付けるものでは

なく請求原因の一部です。売掛債権のレベルでみると， BはAに対し売掛

債権は存在しないとの請求を定立し，他方AはDに対し売掛債権は存在す

ると主張して代物弁済の取り消しを請求しています。完全に非両立とまで

言えなくても， AB Dの三者間において合ーに確定する意味はあるでしょ

う。もし独立当事者参加を認めない場合， BはAに対し売掛債権の不存在

確認を求める別訴を起こしてADの訴訟と併合してもらうことになります

が，必ず併合されるとは限りません。

備考：債権者代位権との対比

423条債権者代位権は債務者の権利を行使するものですから，債務者の

管理権の代位行使とみることができます。代位行使される BC聞の貸金返

還請求権が訴訟物となります。したがって， Bという他人のための訴訟担

当となりますので， BC聞の貸金請求権（訴訟物）の有無について既判力

はBにも生じます。

424条の詐害行為取消権は債務者の法律行為を取り消すのですから，債

務者の管理権を行使するものではありません。したがってBのための訴訟

担当になりませんO 詐害行為取消権そのもの（取消と返還請求の結合的権

利）が訴訟物であり，被保全債権の存在及び債務者の無資力は原告の当事

者適格を基礎付ける事実ではなく，実体法上の権利を成立させる請求原因
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の一部です。

しかし，翻って考えてみますと，被保全債権が売買契約，消費貸借ある

いは請負契約のいずれに基づく権利であろうと，本来各契約に基づいて請

求できるのは代金請求，貸金返還請求，報酬請求であり，それ以上の請求

はできません。売買の場合売主は買主に対し代金の支払を請求できるだけ

であり，買主が第三者とした法律行為上の権利を行使したりあるいは法律

行為を取り消す権利は 555条から出てきません。 423条及び424条は民法

典に規定されていますが，被保全債権を実効あらしめるための規定であり，

その意味では，保全・執行的な手続規定が民法典に入り込んでいると評す

ることができます。

設問4

Ql 複数債権者の一部に対する偏頗弁済は実務上かなり微妙で難しい面が

あります。平成 25年 2月の債権法改正中間試案 24頁では推定規定を設け

ていました。そこで，あちこちの条文に出てくる「推定」の意味をこの際

確認しておきましょう。意思推定，法律上の事実推定，暫定真実及び法定

証拠法則について説明してください。

A 意思推定とは，たとえば民法 136条 l項「期限は，債務者の利益のため

に定めたものと推定する。」のように，私人間の意思表示の内容について

法が一定の内容を推定する場合です。期限の合意は債務者の利益のために

あると推定しているのです。利益を有する債務者が期限の定めのあること

を抗弁として主張立証することになります。債権者は主張立証しなくてよ

い。債務者が期限の定めあることを抗弁として主張したら，債権者は再抗

弁として期限の到来を主張します。法律行為たる意思表示の解釈を推定し

たものですので，定期預金契約のように双方に期限の利益の有ることが明

らかな場合この推定規定は働きません。

法律上の事実推定とは，たとえば民法 186条2項のように前後両時点に
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おいて占有した事実（前提事実）から，前後両時点の聞の占有の継続（推

定事実）が推定されることによって， 10年間あるいは 20年間の時効取得

（法律効果の発生）を容易にします。途中第三者が占有することによって

占有が継続しなかった事実が証明されれば，推定は覆りますが，占有が継

続しなかった事実の主張立証責任は相手方が負います。

暫定真実とは，主張立証責任が相手方に転換する意味では法律上の事実

推定と同様です。他主占有・悪意・強暴・隠秘について相手方が主張立証

責任を負います。しかし，占有していればその占有は所有の意思ある・善

意・平穏・公然の占有であると推定（民法 186条 1項）されるのであって，

法律上の事実推定のように前提事実（前後両時点の占有）から推定事実

（占有の継続）が推定されるという構造になっていません。

次に，法定証拠法則とは，民訴法 228条4項「私文書は，本人またはそ

の代理人の署名または押印があるときは，真正に成立したものと推定す

る。jのように，要件事実についてではなく証拠についての推定です。本

人（作成名義人）の署名または押印があれば当該文書全体は本人の意思に

基づいて作成されたもの（形式的証拠力）と推定します。この推定を覆す

には，相手方は本証ではなく反証で足ります。相手方は文書の成立につい

て裁判所に疑念を生じさせれば推定を覆すことができます。裁判官の自由

心証に対する一応の拘束としての法定証拠法則と考えられています。

Q2 「受益者が債務者の親族であった場合，債務者と受益者とが通謀して

他の債権者を害する意図をもって偏頗行為を行ったものと推定する。jと

の規定が置かれていた場合，本推定規定はいずれに該当しますか。 DはB

の妹の夫であり 2親等の姻族で親族（725条3号）です。

A 前提事実は受益者が「債務者の親族であった事実」であり，推定事実は

「債務者と受益者とが通謀して他の債権者を害する意図をもって偏頗行為

を行った事実」ですので，法律上の事実推定と考えられます。偏頗弁済に

おいて判例が要件とする，債務者と受益者とが通謀して他の債権者を害す
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る意図のあった事実を推定するものです。

Q3 受益者に善意の立証責任があって，原告に受益者の悪意の立証責任は

無いこととどう折り合いをつけますか。

A 弁済はプラスマイナスゼロの行為ですので，弁済を詐害行為とするには

債務者と受益者とが通謀して他の債権者を害する意図のあることを判例は

要求しました。したがって，弁済を詐害行為として主張する局面では，受

益者に善意の立証責任があるとの原則は変容したと考えることができま

す。

間lの参考解答例

｜請求の趣旨｜

1.訴外Bと被告との聞の平成 26年 11月7日付代物弁済契約を取り消す。

2.被告は訴外Cに対し，前項により債権譲渡が取り消された旨を通知せよ。

3.被告は原告に対し 100万円を支払え。

｜請求の原因｜

1.平成 26年9月 1日， Aは訴外Bに対し，製図用機械 1台（以下，本件

機械という）を代金 600万円で、売った。

2. 同年 11月7日訴外Bと被告は，訴外Bの被告に対する 200万円の売掛

債務の弁済に代えて，訴外Bが訴外Cに対して有する 400万円の貸金債権

を譲渡することに合意し，同年 11月8日訴外Bが訴外Cに対して債権譲

渡の旨を通知した。

3.本件代物弁済当時，訴外Bには訴外Cに対する 400万円の貸金債権のほ

かにみるべき資産がなかった。

4.本件代物弁済当時，訴外Bは前項を認識していた。

5. 同年 11月 17日訴外Cは被告に対し 100万円を弁済した。

6. よって，原告は，詐害行為取消権に基づいて，訴外Bと被告との聞の平

成 26年 11月7日付代物弁済契約の取消し，同取消しにより債権譲渡が取
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り消された旨を被告から訴外Cに対し通知すること及び被告に対し 100万

円の支払を求める。

以上

参考文献（順不同）

1 .内田貴「民法III ［第 3版］債権総論・担保物権J東京大学出版会

(2005年） 296～ 331頁

2.潮見佳男「プラクテイス民法 債権総論［第3版］」信山社（平成

19年） 223～ 276頁

3.平野裕之「プラクテイスシリーズ 債権総論［第 3版］」信山杜

(2005年） 313～ 370頁

4.大村敦志「基本民法皿 債権総論・担保物権」有斐閣 173～ 186頁

5.加藤新太郎・細野敦「要件事実の考え方と実務［第2版］」民事法

研究会（平成 18年） 286～ 302頁

6.村田渉＋山野目章夫編「要件事実論 30講 第2版j弘文堂（平成

21年）の『第 14問詐害行為取消権』 538～ 543頁

7.鎌田薫・加藤新太郎・須藤典明・中田裕康・三木浩一・大村敦志編

「民事法 I－総則・物権」日本評論社（2007年）の前田陽一・坂田

宏・井上哲男『詐害行為取消権』 231～ 270頁

8.伊藤滋夫編「民事要件事実講座第3巻J青林書院（2005年）の内堀

宏達『詐害行為取消権』 117～ 157頁

9.伊藤滋夫・山崎敏彦編「ケースブック要件事実・事実認定（第2版）J

有斐閣（2005年）の瀬戸口壮夫『詐害行為取消権』 173～ 189頁

10.大江忠「ゼミナール要件事実」第一法規（平成 16年）の『債権者

取消権，受益者の善意J191～ 195頁

11.岡口基一「要件事実マニュアル第 l巻（第3版）」ぎょうせい（平

成22年）の『詐害行為取消訴訟.I452～ 467頁



248一詐害行為取消権に関する講義ノート（佐藤）

12. 岡口基一「要件事実問題集」（術商事法務の『第 16問 準消費貸借

と詐害行為取消し』（2007年） 338～ 350頁

13.升田 純「要件事実の実践と裁判」金融財政事情（平成 16年）の

『債権譲渡と詐害行為取消』 214～ 235頁

14.塚原朋一編「事例と解説 民事裁判の主文j新日本法規（平成 18

年） 195～ 201頁解説瀧津泉

15.別冊ジュリスト「民法判例百選E 債権［第 5版］」有斐閣（平成

17年） 36～ 51頁

16.遠藤 浩編 I基本法コンメンタール［第四版］債権総論j日本評論

杜（2005年） 76～ 87頁解説下森定

17.奥田昌道編「新版注釈民法 (10) II」有斐閣（平成 23年）の下

森定『424条』『425条j761～ 960頁

18.高橋宏志「重点講義民事訴訟法上J有斐閣（2005年） 501頁

19.高橋宏志「重点講義民事訴訟法下補訂第2版j有斐閣（2010

年） 399～ 405頁

20.加藤新太郎・細野敦「要件事実の考え方と実務［第 2版］」民事法

研究会（平成 18年） 10～ 13頁

21.裁判所職員総合研修所監修「民事訴訟法講義案（改訂補訂版）J司

法協会（平成 19年） 235～ 238頁。 206頁

22.司法研修所編「民事訴訟における事実認定J法曹会（平成 19年）

92～ 137頁

23.伊藤異「民事訴訟法第 3版」有斐閣（2004年） 326～ 331頁。

611～ 612頁

24.田中 豊「民事訴訟の基本原理と要件事実J民事法研究会（平成 23

年） 303～ 340頁

25.別冊ジュリスト「民事訴訟法判例百選［第4版JJ有斐閣（2010年）

の高橋宏志『独立当事者参加の可否』 226～ 228頁



広島法科大学院論集第 11号（2015年）一249

26.小室直人・賀集唱・松本博之・加藤新太郎編「基本法コンメンター

ル［第二版］新民事訴訟、法 1」日本評論杜（2003年）

27. NBL1041号（2015年 1月1日） 18～ 19頁


